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○ 子ども・子育て支援新制度では、教育・保育施設を対象とする施設型給付・委託費に加え、以下の保育を
市町村による認可事業（地域型保育事業）として、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保育給付の対象と
し、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとすることにしている。

◇小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）

◇家庭的保育（利用定員５人以下）

◇居宅訪問型保育

◇事業所内保育（主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供）

○ 「基本制度」においても、待機児童が都市部に集中し、また待機児童の大半が満３歳未満の子どもであること
を踏まえ、認定こども園、保育所に加え、こうした小規模保育や家庭的保育等の量的拡充も併せて、待機児童
の解消を図っていくこととされている。

居宅訪問型
保育

認
可
定
員

保育の実施場所等

事業所内
保育

小規模保育

家庭的保育

保育者の居宅その他の場所、施設
（右に該当する場所を除く）

保育を必要とする
子どもの居宅

事業所の従業員の子ども
＋

地域の保育を必要とする
子ども（地域枠）

５人

１人

６人

１９人

地域型保育事業の位置付け

事業主体：市町村、民間事業者等

事業主体：市町村、民間事業者等 事業主体：市町村、
民間事業者等

事業主体：事業主等

１．地域型保育事業の概要
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○ 地域型保育事業では、保育需要の増大に機動的に対応できるよう、客観的な認可基準に適合することを求め、

①社会福祉法人・学校法人以外の者に対しては、経済的基礎、社会的信望、社会福祉事業の知識経験に関する要
件を満たすことを求める

②その上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、認可するものとする

こととしている（保育所に関する認可制度と同様）。

○ 地域型保育事業の認可基準は、国が定める基準を踏まえ、市町村が条例として策定する必要がある。

○ 国が定める基準については、

ア 「職員の資格、員数」、「乳幼児の適切な処遇の確保、安全の確保、秘密の保持並びに児童の健全な発達に密接
に関連するもの」については、「従うべき基準」とする。

イ それ以外の事項については、「参酌すべき基準」とする。
特に、「保育室及びその面積（面積基準）」については、地域の実情に応じて、公的スペース等の活用を図るため、
保育所等とは異なり「参酌すべき基準」としている。

○ これらの事業のうち、家庭的保育事業（現行は市町村事業）に関しては、従来の実施基準を踏まえて基準を策定す
ることとした上で、その他の事業については、地域の実情を踏まえつつ、それぞれの特性に応じた基準を新たに設定
することが必要となる。
その際、認可基準において求める水準（＝コスト）は、別途、議論することになる地域型保育給付の公定価格ともリ

ンクすることを念頭に置くことが必要。

※ その際、認可基準の検討に資するデータとして、今年度に実態調査を実施する予定であり、実施後、その集計・分析結果
等について、お示しする予定。

２．地域型保育事業の認可基準について

１．概要
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保育所
（都道府県等認可）

幼保連携認定こども園
（都道府県等認可）

地域型保育事業
（市町村認可）

従うべき基準 職員の配置数
居室の面積
子どもの健全な発達等に
密接に関連するもの
例）

自園調理
保育の内容 等

職員の配置数
居室の面積
子どもの健全な発達等に
密接に関連するもの
＊具体的内容は今後検討
例）

自園調理
教育・保育の内容 等

職員の配置数

子どもの健全な発達等に
密接に関連するもの
＊具体的内容は今後検討
例）

自園調理
保育の内容 等

標準

居室の面積
平成26年度末まで、
3９市区町村のみの特例

参酌すべき基準

例）

屋外遊技場の設置
屋外遊技場の面積
建物の防火基準 等

＜具体的内容は今後検討＞
例）

屋外遊技場の設置
屋外遊技場の面積
建物の防火基準 等

＜具体的内容は今後検討＞
例）

居室の面積
屋外遊技場の設置
屋外遊技場の面積
建物の防火基準 等

国の基準と異なる内
容を定めることがで
きないもの

国の基準を十分に参照
すれば、異なる内容を
定めることができるもの

国の基準を標準としつ
つ、合理的な理由があ
れば、異なる内容を定
めることができるもの

（参考）保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業の認可基準の比較
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（１）職員の資格・員数（従うべき基準）

①現行制度

〔認可保育所〕
・保育士を原則とした上で、 ０歳児に対し３：１、１・２歳児に対し６：１の配置を求めている。

※乳児６人以上を受け入れている場合、保健師又は看護師を１人に限って保育士とみなすことが可能（特区の全国展開により乳児が
４・５人の場合も同様となる予定）。

〔家庭的保育〕
・家庭的保育者を①保育士又は②市町村が行う研修を修了した保育士以外の者、とした上で、すべての年齢に
対し３：１（補助者１名を配置する場合、５人までの保育が可能）の配置を求めている。

〔認可外保育施設〕
・保育に従事する職員の概ね３分の１以上が保育士又は看護師であることを求めた上で、職員数については、保
育所と同様の配置を求めている。

〔グループ型小規模保育〕
・複数（３ユニット以内）の家庭的保育により構成することを求めている。保育者については、家庭的保育と同様。

〔へき地保育所〕

・職員数については、児童福祉施設の設備運営基準の精神を尊重するとともに、保育士２人以上の配置を原則
とした上で、やむを得ない事情があるときは、１人に限って保育に熱意を有する者を代替とすることが可能。

〔事業所内保育施設〕
・原則として認可外保育施設の指導監督基準の適用を受けるが、雇用保険事業に基づく助成金対象施設につい
ては、認可保育所と同様、保育士を原則とし、 ０歳児に対し３：１、１・２歳児に対し６：１の配置を求めている。

２．認可基準設定に当たっての主な論点
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②検討に当たって考えられる主な視点

○ 職員の保育士資格に係る基準について、どう考えていくか。

○ 中でも、小規模保育については、保育所分園、グループ型小規模保育、へき地保育等、様々な国庫補助対
象事業からの移行が考えられるが、どう考えていくか。

○ 地方単独事業からの移行について、どう考えていくか。

○ 家庭的保育の保育者に対して求めている研修要件について、どう考えていくか。

○ 居宅訪問型保育事業については、現在、職員の資格要件※に関する基準はないが、職員の質の確保につい
てどう考えていくか。

※全国保育サービス協会が実施している研修あり
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（２）面積基準（参酌基準）

①現行制度

〔認可保育所〕
・乳児室は１人当たり１．６５㎡以上、ほふく室は１人当たり３．３㎡以上、２歳以上児の保育室は１人当たり
１．９８㎡以上を求めている。

〔家庭的保育〕
・児童の年齢にかかわらず１人当たり３．３㎡以上を求めている。

〔認可外保育施設〕
・保育室として１人当たり１．６５㎡以上を求めている。

〔グループ型小規模保育〕
・家庭的保育と同様。

〔へき地保育所〕

・保育室を設置した上で、面積については児童福祉施設の設備運営基準の精神を尊重することを求めている。

〔事業所内保育施設〕
・原則として認可外保育施設の指導監督基準の適用を受けるが、雇用保険事業に基づく助成金対象施設につ
いては、２歳以上児の保育室は１人当たり１．９８㎡以上を求めている。

②検討に当たって考えられる主な視点

○ 地域型保育事業は、保育所等の認可施設に比較すると規模が小さい点について、どう考えていくか。

○ 小規模保育事業については、保育所分園、グループ型小規模保育、へき地保育等、様々な国庫補助対象
事業からの移行が考えられるが、どう考えていくか。更に、地方単独事業からの移行について、どう考えていく
か。

○ 居宅訪問型保育は、相手方の居宅において保育を行う事業であり、面積基準を設ける必要があるか。
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（３）児童の適切な処遇、安全への配慮等に関する基準（従うべき基準・参酌基準）

①自園調理・調理室

○ 調理室・調理設備の設置及び給食の自園調理について、外部搬入の取扱い等を含め、どう考えていくか。

②屋外遊戯場

○ 屋外遊戯場の設置について、付近の広場、公園等による代替措置を含め、どう考えていくか。

③耐火基準

○ 耐火基準、避難経路の確保等の安全対策について、どう考えていくか。特に、オフィスビル、集合住宅、一般住
宅、公民館その他の公共スペースなど、様々な施設設備の活用を念頭に置き、どう考えていくか。

○ 建築基準法、消防法などの諸規制について、どう考えていくか。

④事業所内保育施設における地域の子どもの受入

○ 児童福祉法に基づく認可の対象となる事業所内保育施設については、従業員の子どもに加えて、地域の子ども
を受け入れる必要があるが（地域枠）、どの程度の子どもを受け入れることを求めることにするか。
※現在、雇用保険事業に基づく助成金対象施設については、「入所乳幼児数が施設定員の６０％以上（中小企業は３０％以上）、かつ、自社
で雇用する労働者の子どもが半数以上」としている。自社労働者要件については、今後、緩和を検討。
（平成２４年１０月３１日前に助成金の認定申請を行った施設は、「自社で雇用する労働者の子どもが１人以上」で助成対象。）

※病院内保育所については、補助対象を病院、診療所等の施設に従事する職員（人事異動等により他施設の勤務となった職員を含む）の子
どもに限定している。

※介護施設内保育施設整備については、主として当該施設又は事業者の職員を対象とした上で、施設職員等の利用に支障のない範囲にお
いて、外部の利用も認めて差し支えないこととしている。

※地域枠を設けない事業所内保育施設は、認可（＝地域型保育給付）の対象にはならないが、引き続き、施設として継続することは可能。

○ ３歳未満児を対象とする地域型保育事業については、 ３歳以上児の学校教育・保育を行う教育・保育施設との連携

（バックアップ施設）を確保することとされており、連携先の確保が難しい場合、市町村が調整することが可能としてい
るが、この点について、どう考えていくか。

３．その他の留意事項
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第３４条の１５ 市町村は、家庭的保育事業等を行うことができる。

② 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、市町村長の認可を得て、家庭的保育事
業等を行うことができる。

③ 市町村長は、家庭的保育事業等に関する前項の認可の申請があつたときは、次条第一項の条例で定める基準に適合
するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準（当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校法人である場合に
あつては、第四号に掲げる基準に限る。）によつて、その申請を審査しなければならない。

一 当該家庭的保育事業等を行うために必要な経済的基礎があること。

二 当該家庭的保育事業等を行う者（その者が法人である場合にあつては、経営担当役員（業務を執行する社員、取
締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。第三十五条第五項第二号において同じ。）とする。）が社会的信望を
有すること。

三 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。

四 次のいずれにも該当しないこと。

イ （略）

・ （欠格事由）
・
ル

④ 市町村長は、第二項の認可をしようとするときは、あらかじめ、児童福祉審議会を設置している場合にあ
つてはその意見を、その他の場合にあつては児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴かなけれ
ばならない。

（次ページに続く）

１．参照条文

３．参考資料

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抜粋）
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⑤ 市町村長は、第三項に基づく審査の結果、その申請が次条第一項の条例で定める基準に適合しており、かつ、その
事業を行う者が第三項各号に掲げる基準（その者が社会福祉法人又は学校法人である場合にあつては、同項第四号に
掲げる基準に限る。）に該当すると認めるときは、第二項の認可をするものとする。ただし、市町村長は、当該申請
に係る家庭的保育事業等の所在地を含む教育・保育提供区域（子ども・子育て支援法第六十一条第二項第一号の規定
により当該市町村が定める教育・保育提供区域とする。以下この項において同じ。）における特定地域型保育事業所
（同法第二十九条第三項第一号に規定する特定地域型保育事業所をいい、事業所内保育事業における同法第四十三条
第一項に規定する労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を除く。以下この項において同じ。）の利用定
員の総数（同法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係るものに限る。）が、同法第六十一条
第一項の規定により当該市町村が定める市町村子ども・子育て支援事業計画において定める当該教育・保育提供区域
の特定地域型保育事業所に係る必要利用定員総数（同法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に
係るものに限る。）に既に達しているか、又は当該申請に係る家庭的保育事業等の開始によつてこれを超えることに
なると認めるとき、その他の当該市町村子ども・子育て支援事業計画の達成に支障を生ずるおそれがある場合として
厚生労働省令で定める場合に該当すると認めるときは、第二項の認可をしないことができる。

⑥ 市町村長は、家庭的保育事業等に関する第二項の申請に係る認可をしないときは、速やかにその旨及び理由を通知
しなければならない。

⑦ 国、都道府県及び市町村以外の者は、家庭的保育事業等を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省令の
定めるところにより、市町村長の承認を受けなければならない。

※家庭的保育事業等：家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業

第３４条の１６ 市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならない。この場
合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な保育の水準を確保するものでなけ
ればならない。

② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、次に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるも
のとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。
一 家庭的保育事業等に従事する者及びその員数
二 家庭的保育事業等の運営に関する事項であつて、児童の適切な処遇の確保及び秘密の保持並びに児童の健全な発

達に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの

③ 家庭的保育事業等を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。
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＜衆議院 社会保障と税の一体改革に関する特別委員会＞

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

５ 新たな給付として創設される施設型給付及び地域型保育給付の設定に当たっては、認定こども園にお
ける認可外部分並びに認可基準を満たした既存の認可外保育施設の給付について配慮するとともに、小
規模保育の普及に努めること。

＜参議院 社会保障と税の一体改革に関する特別委員会＞

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

２ 施設型給付及び地域型保育給付の設定に当たっては、認定こども園における認可外部分並びに認可基
準を満たした既存の認可外保育施設の給付について配慮するとともに、小規模保育、家庭的保育、居宅
訪問型保育及び事業所内保育の普及に努めること。

３ 施設型給付、地域型保育給付等の設定に当たっては、三歳児を中心とした職員配置等の見直し、保育
士・教員等の待遇改善等、幼稚園・小規模保育の〇から二歳保育への参入促進など、幼児教育・保育の
質の改善を十分考慮するとともに、幼稚園や保育所から幼保連携型認定こども園への移行が進むよう、
特段の配慮を行うものとすること。

６ 大都市部を中心に待機児童が多数存在することを踏まえるとともに、地方自治体独自の認定制度が待
機児童対策として大きな役割を果たしていることを考慮し、大都市部の保育所等の認可に当たっては、
幼児教育・保育の質を確保しつつ、地方自治体が特例的かつ臨時的な対応ができるよう、特段の配慮を
すること。

２．附帯決議（地域型保育関連部分抜粋）
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３．現行の各事業の主な基準比較表

認可保育所 認可外保育施設
事業所内保育施設

（雇用保険事業の対象施設）
家庭的保育

職員

資格 保育士
保育に従事する職員

の概ね３分の１以上が保育
士又は看護師

保育士

家庭的保育者

（市町村が行う研修を修了し
た保育士、保育士と同等の
知識経験を有すると認めら
れる者）

員数

０歳 ３：１
１・２歳 ６：１
３歳 ２０：１
４・５歳 ３０：１

保育所と同様
保育所と同様

乳幼児 ３：１

（家庭的保育補助者を置く場
合、５：２）

施設

保育室等

０歳・１歳
乳児室 １人当たり1.65㎡
ほふく室 １人当たり3.3㎡
２歳以上
保育室等 １人当たり1.98㎡

１人当たり1.65㎡
※０歳児は他年齢の幼児の保育

室と別区画

０歳・１歳
乳児室 1人当たり1.65㎡
２歳以上
保育室 １人当たり1.98㎡

9.9㎡（1人当たり3.3㎡）
3人を超える場合、1人につ
き3.3㎡追加

屋外遊戯場
付近の代替場所含む
２歳以上

１人当たり3.3㎡
― ―

同一敷地内に遊戯等に適当
な広さの庭（付近の代替場
所含む）

調理室
必置 必置（外部搬入の場合は調

理機能）
必置（外部搬入の場合は調
理機能）

調理設備

処遇・
安全
等

給食
自園調理

（３歳以上は一定の要件の下で
外部搬入可）

外部搬入可能 外部搬入可能 外部搬入可能

建物構造
耐火・準耐火構造物
２方向避難経路の確保 等

原則、保育所と同様 保育所と同様 ―

※ 事業所内保育施設については、雇用保険事業の助成金対象施設に関する基準
※ 保育所分園は、原則、認可保育所と同様（調理室、給食等の特例有り）
※ へき地保育所は、児童福祉施設の設備運営基準（保育所の基準）を尊重して実施することを求めている。
※ グループ型小規模保育は、家庭的保育の基準を適合

※ 詳細な比較表は次ページ以降参照
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事業名 事業内容 補助率

自
治
体
の
負
担
を
軽
減

【施
設
整
備
費
支
援
】

１．保育所緊急整備
事業

・保育所を整備する際の補助率嵩上げ
・土地借料補助
・23年度４次補正で定員要件等を撤廃

国２／３、市町村１/12、設置者１／４

（参考）通常の整備
国１／２、市町村１／４、設置者１／４２．賃貸物件による保

育所整備事業
・賃貸物件を活用する際の補助率嵩上げ
・23年度４次補正で定員要件等を撤廃

３．家庭的保育改修
等事業

・家庭的保育を実施する際の賃借料・改修費等の補
助率嵩上げ

・23年度４次補正で実施場所要件を緩和

国２／３、市町村１／３

（参考）通常の改修
国１／２、市町村１／２

特
別
に
支
援
を
行
う

【
運
営
費
支
援
】

４．グループ型小規
模保育事業

・複数の家庭的保育者が同一の場所で保育を実施す
る事業

・23年度第４次補正で緊急時の安全対策等を管理す
る保育事業管理者の経費を創設

国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

５．認可外保育施設
運営支援事業

・最低基準を満たす認可外保育施設に対する運営費
補助

・23年度４次補正で開設準備経費を創設
・24年度補正予算で補助単価を改善（認可と同程度）

①既に市町村が補助している場合
国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

②新たに取り組む場合
国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

６．地域型保育・子育
て支援モデル事業

・23年度４次補正で小規模かつ多機能な保育事業を
実施し、地域の保育ニーズにきめ細かく対応する事
業を創設

定額（１／２相当）

○ 「待機児童解消「先取り」プロジェクト」では、自治体が取り組みやすいよう、以下の措置を講じている。
① 施設整備費支援については、通常より補助率を嵩上げし、自治体の負担割合を軽減［１～３の事業］、
② 運営費支援については、「プロジェクト」参加自治体に特別に補助をし、自治体の更なる取組を促す［４～６の事業］

※５の事業については、新たに事業に取り組む場合は、既に地方単独で補助を実施している場合に比べて国の負担割合を高くしている。

※１～３の事業については、財政力指数１.０未満であることが要件。
※４及び５の事業について、指定都市・中核市が実施する場合の当該市の負担割合は、都道府県分と市町村分をあわせたものとなる。

４．待機児童解消「先取り」プロジェクト事業・グループ型小規模保育事業の概要
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グループ型小規模保育事業

☆グループ内において
家庭的保育者相互が協力

家庭的保育者 家庭的保育補助者

～国と自治体が一体的に取り組む待機児童解消「先取り」プロジェクト～

待機児童数が原則１人以上であり、待機児童解消「先取り」プロジェクトに参加する市町村が対象

・複数の家庭的保育者が同一の場所で保育を実施
・１グループは原則３人（対象児童９人）まで。

ただし、各々の家庭的保育者に補助者を配置する場合等は対象児童１５人まで。
・家庭的保育者等の要件、経費等については、家庭的保育事業と同等

家庭的保育者

家庭的保育者

※４人以上保育する
場合は必置
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位置付け

施設の性格 児童福祉施設 認可外保育施設 認可外保育施設（原則、届出義務なし） 児童福祉法に基づく市町村事業

根拠法令 児童福祉法、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 　 児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準
児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準、
事業所内保育施設ガイドライン

児童福祉法、児童福祉法施行規則、家庭的保育事業ガイ
ドライン

保育に従事する職員：保育士

員数：【０～２歳児】　　　　【３歳以上児】
　　　　 ０歳児　 ３：１　　　　３歳    ２０：１
　　　　 １・２歳　６：１　　  　４・５歳  ３０：１

保育に従事する職員：概ね３分の１以上が保育士又は看護師

員数は保育所の最低基準以上。

保育に従事する職員：保育士

員数：保育所の最低基準以上。

※常時２人以上の配置は必要

※０～２歳児を受け入れる場合の保健師又は看護師の

※11時間を超える時間帯は、保育されている児童が1人である場合を除き、常時２

人以上配置。（この場合は1人が保育士又は看護師）
　※常時２人以上の配置は必要

嘱託医、調理員（調理業務を全委託している場合を除く） 従うべき 看護師（体調不良児対応型運営を行う場合） 　

 

【２歳未満】
乳児室　１人当たり１．６５㎡　ほふく室　１人当たり３．３㎡
【２歳以上】
保育室又は遊戯室　１人当たり１．９８㎡

従うべき
保育室　1人当たり１．６５㎡
　0歳児は他年齢の幼児の保育を行う場所と区画

【２歳未満】
乳児室　１人当たり１．６５㎡
【２歳以上】
保育室　１人あたり１．９８㎡
※両室は区画されていることが必要
※改正前は施設全体では１人あたり７㎡以上

９．９㎡（１人当たり３．３㎡）
3人を超える場合、1人につき3.3㎡を追加

※保育中は専用の部屋とすることが必要

調理室 従うべき 調理室（外搬を行う場合、調理機能） 調理室 調理設備

医務室（２歳未満） 参酌
安静室（体調不良児対応型）
2人以上の横臥が可能であり、1人当たり1.98㎡以上

※保育室等との区画

便所 参酌 便所（概ね20人につき1以上）
便所（概ね20人につき１以上）
※手洗設備付、乳児室等との区画必要

便所

保育に必要な用具
　※保育室又は遊戯室に備え付け

参酌

保育室等を２階に設置する場合
　①保育室等に乳幼児転落事故防止設備
　②耐火建築物又は準耐火建築物
　③２階に以下の区分ごとに１以上設置（２方向避難の確保）
　　常　 用　・屋内階段
　　　　　　　 ・屋外階段
　　避難用　・屋内避難階段又は特別避難階段
　　　　　　　 ・待避上有効なバルコニー
　　　　　　　 ・準耐火構造の屋外傾斜路これに準ずる施設
　　　　　　　 ・屋外階段

保育室を２階に設置する場合
　①保育室等に乳幼児転落事故防止設備
　②耐火建築物又は準耐火建築物
　③２階に以下の区分ごとに設置（２方向避難の確保）
　　常　用：屋内階段又は屋外階段を１以上
　　避難用：屋内避難階段（建基令の上乗せ）又は特別避難
　　　　　　　階段、バルコニー、準耐火構造の屋外傾斜路
　　　　　　　又は屋外階段を１以上
　※②、③のいずれも満たさない場合、災害設備・定期訓練に特に留意

保育所と同様 なし

保育室等を３階以上に設置する場合
　・耐火建築物
　・３階に以下の区分ごとに１以上設置（２方向避難の確保）
　　常　用　・屋内避難階段又は特別避難階段
　　　　　　　・屋外階段
　　　　　　※４階以上は屋内避難階段、特別避難階段、
　　　　　　　　　　　　　　 屋外避難階段
　　避難用　・屋内避難階段又は特別避難階段
　　　　　　　 ・耐火構造の屋外傾斜路
　　　　　　　 ・屋外階段
　　　　　　※４階以上は屋外避難階段のみ
　・調理室以外の部分と調理室を防火区画で区画（スプリンク
　　ラー、自動消火装置を設けている場合の特例有り）
　・避難路の歩行距離が３０ｍ以下
　・壁、天井の仕上げが不燃材料による仕上げ
　・保育室等に乳幼児転落事故防止設備
　・非常警報器具・設備、火災通報設備
　・可燃性のカーテン、敷物、建具等の防炎処理

保育室を３階以上に設置する場合
　・耐火建築物
　・３階に以下の区分ごとに１以上設置（２方向避難の確保）
　　常　用　・屋内避難階段又は特別避難階段
　　　　　　　・屋外階段
　　　　　　　※４階以上は屋内避難階段、特別避難階段、
　　　　　　　　　　　　　　　 屋外避難階段
　　避難用　・屋内避難階段又は特別避難階段
　　　　　　　 ・耐火構造の屋外傾斜路
　　　　　　　 ・屋外階段
　　　　　　　※４階以上は屋外階段のみ
　・調理室以外の部分と調理室を防火区画で区画（スプリンク
　　ラー、自動消火装置を設けている場合の特例有り）
　・避難路の歩行距離が３０ｍ以下
　・壁、天井の仕上げが不燃材料による仕上げ
　・保育室等に乳幼児転落事故防止設備
　・非常警報器具・設備、火災通報設備
　・可燃性のカーテン、敷物、建具等の防炎処理

保育所と同様 なし

家庭的保育事業

同一敷地内に遊戯等に適当な広さの庭（付近にある代替
場所を含む）

事業所内保育施設
（雇用保険事業の対象施設）

認可外保育施設区分

根拠

保育所

参酌

屋外遊戯場（付近にある代替場所含む）
2歳以上の幼児１人当たり３．３㎡

参酌

備えるよう努める
施設設備等と面積

耐火基準

各事業の基準比較表（詳細版）

職員配置

施設及び設備

従うべき

備えなければなら
ない施設設備と面
積

必要な職員の職
種と員数

家庭的保育者
　（市町村長が行う研修を修了した保育士、保育士と同等

　以上の知識及び経験を有すると市町村長が認める者）

員数：乳幼児（全年齢）　３：１
　　　　家庭的保育補助者を置く場合　５：２
　　　　　　※補助者は市町村の研修修了が必要
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位置付け

開設日数 約３００日 通知

保育時間 ８時間を原則（34） 参酌 開所時間は11時間が前提 8時間を原則として市町村が定める時間

　※　延長保育、一時保育を実施

　※２　開所時間は１１時間原則 通知

保育内容 保育所保育指針に従って行う（35） 従うべき 保育所保育指針に準じる
保育所保育指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意し
て行う。

食事提供
自園調理（11）
　※3歳以上児は外部搬入可能（32の2）
　※3歳未満児は公立のみ特区で外搬可能

従うべき
明確な規制なし。
（外部搬入は認められている）

保育所と同じ（準用）
 ※自園調理除く

非常災害に必要な設備の設置、毎月１回以上の訓練（6） 参酌 非常災害に必要な設備の設置、定期的（毎月1回以上）な訓練 非常災害に必要な設備の設置 火災報知器、消化器の設置、定期的な訓練

職員の一般要件（7） 参酌 保育所と同じ（準用）

職員の知識及び技能の向上（7の2） 参酌 職員の知識及び技能の向上 保育所と同じ（準用）

他の社会福祉施設と併設する場合の兼用・兼務（8） 参酌

入所者の平等取扱い（9） 従うべき 保育所と同じ（準用）

虐待等の禁止（9の2） 従うべき 保育所と同じ（準用）

懲戒に係る権限濫用禁止（9の3） 従うべき

衛生管理、感染症・食中毒防止、医薬品備付（10） 参酌 衛生管理、感染症・食中毒防止、医薬品備付 医療機関との協力体制 保育所と同じ（準用）

　※登園停止など具体的対応は感染症対策ガイドライン 通知

入所者（年2回）、職員の健康診断（12）
　※学校保健安全法の健康診断に準じて実施

参酌 入所者（入所時、年2回）、職員の健康診断 保育所と同じ（準用）

内部規程の策定（入所者への援助、施設管理）（13） 参酌

職員、財産、収支、処遇状況に係る帳簿整備（14） 参酌 職員、財産、収支、処遇状況に係る帳簿整備 収支状況に係る帳簿整備（ガ）

秘密保持 秘密保持義務（14の2） 従うべき 秘密保持義務 保育所と同じ（準用）

苦情対応（窓口設置等）（14の3） 参酌 苦情対応（窓口設置等） 保育所と同じ（準用）

３歳以上児に対する給食の外部搬入に係る特例（32の2） 従うべき

保護者との連絡（36） 参酌 保護者との連絡 保護者との密接な連絡（市）

公正な選考（認定こども園）（36の2） 参酌 保育所その他の関係機関との連携（市）

適正な利用料の設定（認定こども園）（36の3） 参酌 所得に応じて設定（ガ）

巡回指導等による支援、保育者間の交流促進、代替保育の確

保、集団保育体験の機会提供（市）

評価等
自己評価（社福法78Ⅰ）、第三者評価（社福法78Ⅰ）
　※ガイドラインにより実施

努力義務

積極的な情報提供（児福法48条の3） 努力義務 提供するサービス内容の掲示、契約内容の書面交付 適切な情報提供（ガ）

原則６０人以上（都市部、へき地など、６０人以上の定員を設けること
が難しい地域においては、２０人以上）

通知
特になし（届出義務は６人以上の受入施設）
定員を設定していない場合、同時に受入可能な人数を申請

原則３人まで（補助者を置く場合5人まで）

※第二種社会福祉事業の要件として、定員２０人以上 　

※保育所に関しては、地方分権一括法による改正後のものであり、平
成２４年４月より、国が定める設備運営基準（省令）に基づき、地方自
治体が条例により基準を制定

※基本的に認可外保育施設指導監督基準の適用を
受ける。ガイドラインに基づく上乗せ部分を記載

　

※病院内保育所、介護施設内保育施設は、児童福
祉施設の設備及び運営基準を尊重するよう求めて
いる。

認可外保育施設
事業所内保育施設

（雇用保険事業の対象施設）
家庭的保育事業

定員

その他
（事業特有のも
の）

乳幼児の人権に対する十分な配慮（虐待、差別的待遇の禁止）

運営上の基準

保健

適切な処遇

その他（一般）

区分
保育所
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